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1．はじめに

教育の理念や方法についての議論や理解の一敦もそ

こそこに改革ほ走り出した。率直に言って、私は今回

の改革の将来に対して楽観的ではない。特に一般教育

が大きく改善されることは恐らくないと考えている。

それでも、やっておくべきことはあると考えて本務校

において改革の作業に参加し、小規模ながら、大学院

の強化にも取り組んだ。

まず、将来の見通しが楽観できない理由を述べる。

日本の大学が急膨張を始めたのは1960年代である。今、

「所得倍増計画」に関連する資料を見ると、文部省の

大学拡張計画の数字が「／トさすぎる」として科技庁や

通産から批判されている。結果的に国立理工系の学生

定員の大増月は実現し、私学は人文・社会系を分担す

る形で大拡張を行った。確かに、施設や教具の数は増

えたが、それは学生数の伸びを十分にカバーしうるも

のではなかった。特に、問題は「教養部」である。国

立大学でも、充実の程度は「専門学部」に比べて著し

く不十分であった。

「大学の大衆化」は、学生に対する「行き届いた教

育」の必要性を強めることは当然である。しかし、こ

の頃から「一般教育におけるマスプロ授業」と「過度

の非常勤依存による外国語教育の空洞化」が進行した。

これはいか‘なる美しい教育理念をも足元から崩す日本

の大学の宿病となった。現在進行中の改革の前夜に、

「一般教育批判」の大合唱がジャーナリズムや評論家

から起こり、大学人も大いに「反省」したが、人的、

物的に必要不可欠な投資を怠った者こそが批判される

べきだと思う。

もちろん、「大学紛争」の結果を受けて大学数眉もそ

れなりに努力をし、「基礎演習」、「総合科目」、「論述作

文」、「学際的授業科目」などが行われたが、多くは疲

労困優し、永続的な改革とはなり難かった。それは当

然の結果であろう。

今回、そのような条件が多少とも改善されるであろ

うか。

1）「大学院重点化」は指導されるべき大学院生の増

加（部分的には大衆化）を招く。学部学生の数も減

るわけではない。教員と経費は十分であろうか。

2）「設置基準の大綱化」が現に招来している、共通

科目の複雑な運営や「自己評価」の事務が簡素化さ

れ定型化されて行くであろうか。

3）「新学習指導要領」で教育された学生の「学力の多

様化」に対応できる体制はとられうるであろうか。

4）かつて「教養部」を襲った「空洞化、教長の疲労

困億」が4年制大学教育全体のものになることを憂

えるのは、大学系知識人特有のペシミズムに過ぎな

いのであろうか。

ではどうするのか。大きな状況はすでに動きだして

おり今更とどめることは出来ないとすれば、私達は次

善の策を求めるほかはない。以下はその報告である。

2．改革に当たって考えたこと（1）

カリキュラム改革では、理念はもちろん重要である

し、教育内容をよく考えて適切な科目編成を行うべき

ことは当然である。同時に、現■在の大学教育を悪化さ

せている条件を少しでも緩和することが高い優先度を

もつと思われる。しかも、私達の人的資源は限られて

いる。永続的、定常的に研究と両立させる必要がある

のは当然である。
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しかも､ 次 の条件を考慮しなければ ならな い ｡

(1) 学部 ･ 学科 ごとに採用 され ､ 入学時に専攻が 固定

されて い る日本の大学生に ｢す べ て の大学卒業生に

共通する､ 専攻とは独立 した
一

般教養+ の 必要性を

納得させ る の は至難である｡

(2) 現代 の 日本は ｢大学を卒業 した教養ある人々+ が

あるサ ブカ ルチ ャ
ー

をも っ た社会的階層を つ くると

いう状況にはな い ｡ 今 日 の 日本 の エ ス タブ リ ッ シ メ

ン ト (特に政治家と高級官僚) が 文化的優越性をも

たな い こ とを含め ､
こ れ は必ずしも不幸なこ とでは

な い かもしれ な い ｡ しか し､ ｢
一

般教養+ の 内容を具

体的に考える際に､ 規範と なる文化的価値を見 い だ

すのが 困難である と いう問題をもたらす｡ (｢ 広くて

深 い教養+ ? )

(3) 高等教育の 内部で活躍する教員の大部分が､ 個別

学問の専門家であるか それ とも､ 高度な職業人 ( 医

師) であると いう問題がある ｡ 彼らはそれぞれ に自分

の 仕事を ベ ス トと考える人 々 である ｡ 教育者として

の 教具評価を望む声は高 い ｡
しか し

､
それ は ｢ 教え

方の技能や努力+ の 評価であり､ 多分､ ｢ 自己を疑う

こ と+ を教える ソ クラテ ス の ような人を意味しな い ｡

で は､ 私 は本務校で どうしたか ｡ ｢ 共通基礎+ ､ ｢ 共通

教養+ ､ ｢ 共通自由+ と いう科 目枠の 設定を行 っ たが ､

そ の考え方の 基礎 をや や抽象的に述 べ る こ とに し た

い
｡

(1) 大学固有 の理念の発見

創立期の 学則の起草者が ｢ 世界の 市民の育成+ と

い うこ とばを書き込んでくれた ことに大 い に感謝し

た
｡
こ の パ ラ フ レ ー ズ によ っ て ｢ 共通教養+ の 理念

を具体的に構築する ことが 出来たからである｡

(2) 主題別授業科目を大幅採用

共通教養科目16 単位はす べ て 2 単位 の主題別科目

とした ｡ ｢世界 の文化+ ､ ｢ 歴史と社会+ ､ ｢ 思想と宗教+ ､

｢ 科学と技術+ の それ ぞれか ら4 単位 2 科目ず つ 履

修する｡ (基礎教養 - の 片寄りを どうして補正 する

か
､ 提案に基づ い て検討中である ｡)

(3) 共通自由科目の枠組の設定

系列 ご とに整理した共通自由科目を つ くり､ 学部

ご とに 多様な方法 (副専攻､ 関連教養､ 分散型教養

など) で利用 できるように した ｡

(4) 共通教育責任体制

文学部を責任学部とし､ 集中所属とする方針を変

えな い ｡
た だし､ 以下 の制度を取り入れる方向であ

る｡

1) 全学的な共通教育の協議機関､

2) 文学部内の 分野別責任体制 ( セ ン タ ー ? )

3
. 改革 に当た っ て考えた こ と(2)

目下 の 問題 は大学を取り巻く将来の 社会環境 であ

る
｡ 文 ､ 社会 ､ 経済､ 経営からなる私立の ｢文科系捻

合大学+ の社会的地位の検討に基づく計画はまだ十分

ではな い
｡

私見では､ 日本 の戟後における こ の種 の 大学の ｢繁

栄+ の条件があ っ た｡

1) 敗戦後における ｢社会科学+ - の エ トス が教員 ･

研究者たる人材を集めた ｡

2) 第 3 次産業の拡大が ホワイトカ ラ ー

の 需要を増や

した
｡

3) 文系では マ ス プ ロ 型教育が可能と い う幻想が小投

資での大学づ くりを促進した｡

4) 経済成長とイ ン フ レ - シ ョ ン の中で初期投資の負

担が軽減されて きた｡

こ れ らす べ てが今では成り立 たなくな っ て い る ｡

経済界の
一

部 ではアメ リカ型 - の 転換を考えて い る

ようである ｡ それ はある程度は正し い と思われる ｡
即

ち
､

1) 製造業 の アジア へ の シ フ トは事実として受容せ ざ

るを得な い ｡

2) 強力な製造業を支えた多くの ｢ 日本的特質+ は実

は幻想であり､ や がて なくなる｡

3) 雇用 は ､
- イ テ ク ､ 個人サ

ー

ビ ス
､
セ キ ュ リ テ ィ

関連等の ニ ュ
ー

ビ ジネ ス に期待するほか はな い ｡

一

方 で ア カデ ミ ッ クな質を保ちながら､ 学生に こ の

状況に合 っ た教育を施すとすれ ば､ そ の 内容は ど のよ

うなもの に な る のか ｡ 検討は始ま っ た ばか りである｡

そ の結果は 多分､ 伝統的学部組織の 在り方に及ぶ べ き

であろう ｡ た だ､ 展望は明らか でな い ｡
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